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高齢者の就業希望の分析
働き続けたい年齢についての調査結果を用いて
永 野 仁
論文要旨

近年，高齢者就業の必要性が指摘されることが多くなってきている。しかし，必
要性があってもそれを実現するためには，高齢者自身がそれを望むかどうかが重要
である。そこで，高齢者自身が何歳くらいまでの就業を希望するかという「希望就
業上限年齢」に着目し，60歳代前半層の就業者に対する質問紙調査のデータを用
い，どのような人が，どのような場合に高齢期の就業を望むかを分析した。その結
果，第1に希望就業上限年齢の平均は概ね68歳であるが，70歳以上という人も約
1／4を占めていた。そして第2にこの年齢の決定には，「収入の必要度」や「住宅
保有状況」などからなる「経済的ニーズ」と，「仕事特性」および「仕事に対する
考え方」からなる「仕事に関する質的変数」が，共に影響することが明らかになっ
た。ただし，「経済的ニーズ」はそれのみであっても影響を及ぼすが，「仕事に関す
る質的変数」は「経済的ニーズ」の作用を考慮した場合のみ影響を及ぼすことがわ
かった。今後，年金給付は悪化する可能性が高いので，「経済的ニーズ」の作用が
強まることが想定される。それゆえ，これからはむしろ「仕事に関する質的変数」
の作用を高めることが必要である。なぜなら，「経済的ニーズ」だけによる就業意
欲の向上は，生活を維持するために働かざるを得ない高齢者を増加させることを意
味し，望ましいことではないからである。
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1．はじめに
高齢者になったら働くことから引退し，悠々自適の年金生活に入る。それ
が，高齢期の過ごし方の1つの理想形であった。しかし近年は，「より長く
生き，より長く働く（LiveLonger,WorkLonger:OECD2006）」ように
すべきと言われてきている。そうなってきた背景には，少子高齢化の進展に
より，年金財政の維持が困難になってきたことや，就業者数の減少による経
済成長の低下懸念などがある。高齢層が引退を遅らせ，より長く働き続ける
ことにより，これらの問題を回避，あるいは軽減させることが必要だと考え
られてきている（OECD2006）。
しかし，社会全体として高齢者の就業が必要だとしても，それが実現する
とは限らない。その実現のためには，その当事者である高齢者自身が，就業
することを希望し，働く意欲を持つことが不可欠である。OECD（2006）は，
これまでの研究を整理して，高齢者が早期に就業から引退してしまうのは，
年金の早期支給などによる引退生活に引き込む要因（PulFactors）と，企
業が高齢者の就業機会を制限することによる引退生活に押し出す要因
（PushFactors）が作用するからと説明している。確かにそれらの要因が，
高齢者自身の就業意欲や就業行動に影響を及ぼすことは否定できない。しか
し働くことには，それにより，能力発揮が可能になり，社会との関連が維持
でき，あるいは健康が維持できるなど，様々な効果や影響があることを考え
ると，より多様な要因が作用しているように思える。
そのような多様な意味がある高齢期の就業であるが，実際の高齢者は何歳
ぐらいまで就業することを希望しているのだろうか。そしてその年齢は，何
によって影響されるのだろうか。以下では，この年齢を「希望就業上限年齢」
と呼ぶことにするが，ここで高齢者の「希望就業上限年齢」に着目するのは，
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それが就業意欲を示すための有力な指標と思えるからである。この指標の分
析は，高齢期の就業が注目されていることもあり，明らかにすべき課題の1
つと言える。
なお本稿では，筆者が最近実施した高齢者に対するアンケート調査（質問
紙調査）のデータを用いて希望就業上限年齢を分析する。それにより，今後
必要とされる高齢者のより長期の就業が可能かどうかを検討したい。
2．高齢期就業に関する意識の先行研究
 既存調査の結果
就業意欲の高さは，「労働力率」の高さに結びつくと考えることができる。
というのは，労働力率は，就業意欲があるので働いていると考えられる「就
業者」のみならず，就業意欲はあるが仕事が見つからず仕事につけなった
「完全失業者」も加えた「労働力人口」の，「（15歳以上）人口」に占める割
合だからである。実際には，就業可能性によって就業意欲そのものが変わる
ことは知られているものの（1），労働力率を人口のうち就業意欲がある人の割
合を示す指標の1つとして見ることは，妥当なことである。
その労働力率を，日本とアメリカ，韓国，ドイツ，スウェーデンの5カ
国（2）について，50歳以上に限定し5歳刻みの年齢区分で男女別に見たもの
が図1である。男性に関しては，これらの国の中で日本は，韓国を除いて労
働力率が高くなっている。日本の高齢者の就業意欲が高いことが推測される。
ただし女性に関しては，日本とアメリカがかなり似ていて，違いがあまり明
瞭ではない。
次に，その就業意欲をより直接示す「望ましい引退年齢」を問うた調査結果
を見よう（内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査（2010）」）（3）。
この調査では，60歳以上の個人に 5歳刻みの年齢を示し，何歳ぐらいが
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「望ましい引退年齢か」を尋ねている。図2はその回答結果を年齢の低い方
から累積させ，それぞれの年齢層までに望ましい引退年齢が到来している割
合を示したものである。男性については，ここでも韓国を除くと，日本は
「65歳ぐらい」までは，その年齢層までに引退するのが望ましいという回答
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図1 高齢者の労働力率
出所：労働政策・研修機構『データブック国際労働比較2017』を
もとに，筆者作成。
が少ない。つまり欧米諸国では，「65歳ぐらい」までに引退した方が良いと
いう意見が多くなっているが，日本ではより高齢で引退した方が良いという
意見が多くなっている。
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図2 望ましい引退年齢（累積）
出所：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査（2010）」
をもとに，筆者作成。
これらのことから，欧米諸国と比べると，日本の高齢層の就業意欲は，男
性を中心に高いと言える。
 就業希望に関する分析結果
上記のうち，前者の高齢者の労働力率や就業・引退の決定などについて分
析した研究は，少なからずある。清家（1992），安倍（1998），樋口・山本
（2002），清家・山田（2004）などが代表的なものだが，例えば清家・山田
（2004）は，高齢者の就業・非就業の決定に，その当人の健康状態・これま
での定年経験・年金給付・年金以外の非勤労収入などが影響していることを
検証している。
しかし後者の，高齢期の就業希望を直接分析したものは意外に少ない。永
野（2012），浦川（2013），そして戸田（2016）が目に留まる程度である。
そのうち永野（2012）は，（独）統計センターの提供する，総務省「2002
年就業構造基本調査」秘匿処理済み個票データを用いた分析である。分析対
象は，55～79歳の有業者のうち，50～54歳時点に現職もしくは前職で就業
していた人である。3つに区分された就業希望（①現職の「継続希望」，
②違う仕事への「転職希望」，③「引退希望」）を従属変数とした多項ロジス
ティック分析の結果，勤務先属性や個人属性，さらに本人の勤労収入などの
コントロール変数と共に投入した，世帯員一人当たりの「（当人の勤労収入
以外の）世帯年収」が多くなると，③「引退希望」が高くなり，①および②
の「就業希望」が低くなることを見出している。ここで，「（当人の勤労収入
以外の）世帯年収」の増加は当人にとっては非勤労収入の増加であり，それ
は労働供給の理論では負の作用を示す所得効果をもたらすことになる。つま
りここでの就業希望の動向は，経済学の枠組みで説明できることになる。
他方，浦川（2013）は，定年後数年が経過した高齢者を対象に，その就業
状態を調べた調査データ（高年齢者雇用開発協会：現在の（独）高齢・障害・
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求職者雇用支援機構「定年到達者等の仕事と生活に関するアンケート調査
（2002年）」）の個票を用いて，分析している。そこでは，第1に調査時点の
実際の就業率より就業希望率の方が高く，高齢者の就業意欲が高いことを確
認している。そして第2に，そのような違いがあるものの，就業率と就業希
望率それぞれの決定要因の分析結果からは，いくつかの要因が共通に作用し
ていることを見出している。すなわち，「公的年金額」は両者に負（－）の
影響を与える一方，「住宅ローンが有ること」と「本人の健康状態が良好な
こと」は共に両者に正の影響を及ぼしている（4）。年金が増えれば就業する必
要性が減り，ローンが残っているなら返済のために就業する必要性が高まる
ことを示しているのだろう。永野（2012）の，「（当人の勤労収入以外の）世
帯年収」が高くなると引退希望が強まる結果と類似している。
それに対し，厚生労働省「中高年縦断調査」のデータを用いて分析したの
が，戸田（2016）である。彼が用いたこの調査データは，同一調査対象者を
何年間か追跡して作成するパネルデータで，2005年（第1回）に50～59歳
の就業者であった人を対象に毎年実施している。彼が使用したのはその第1
回～第8回のデータで，その第1回では「60歳以降，いつまで収入を伴う
仕事をしたいか」と問うている。その回答結果では，「仕事はしたくない」
が10数％を占めた一方，「可能な限り（したい）」が約50％を占め，残りは
具体的な年齢を回答していた。そこでこの回答をもとに，①可能な限り仕事
をしたい，②65歳以上まで仕事をしたい，③60～64歳まで仕事をしたい，
④仕事はしたくない，の4つに回答者を区分し，まず多項ロジットモデルに
よって，どのような場合に①～④のどれになるかを分析している。その結果
「住宅ローンがある人」は①②になりやすく，逆に「これまで長期勤続であっ
た人」や「大企業に勤務していた人」，そして「持ち家の人」は①②になり
にくいことを見出している。彼は，長期勤続や大企業勤務というキャリアは，
企業年金の充実を示唆するので，その影響であると言及している。その影響
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も含めて，持ち家や住宅ローンの影響など，浦川（2013）と，そして永野
（2012）とも整合的な結果である。
次に彼は，パネルデータの特性を活かして，生存分析の1つであるハザー
ドモデルを用い，実際に就業を継続したのはどのような人かを分析している。
その結果，就業希望が前述の「④仕事はしたくない人」であった人と比較す
ると，前述の①～③のいずれかであった人の方が，実際に就業を継続した確
率が高いことを確認している。そして，ここで推計されたパラメータを用い，
希望就業年齢が実際の就業率にどう影響するかをシミュレーションし，希望
就業年齢が高い人ほど実際により長く就業していると指摘している。またこ
こでも，これまで「長期勤続であったこと」や「持ち家であること」は就業
を継続しない確率を高め，「住宅ローンがあること」は就業継続の確率を高
めることも指摘している。
このように，これらの研究では，これまでの職業キャリアや，住宅保有状
況や住宅ローンの有無などが，就業希望に影響を及ぼしていることや，その
就業希望は実際の就業継続に正（＋）の影響があることが示されている。し
かし，就業希望と仕事自体の面白みなどとの関係は議論されていない。
3．分析の目的と使用データ
 分析の目的
「何歳まで働き続けたいか」という「希望就業上限年齢」が，何年か後の
実際の就業状態に関連を及ぼしているという結果が示されたことからも，希
望就業上限年齢を明らかにすることは意味のあることと言えるだろう。そこ
で以下では，現在の高齢者の希望就業上限年齢はどうなっていて，それは何
によって決定されているかを分析する。
ただし，その希望就業上限年齢が何によって決定されるのかに関しては，
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これまでの研究ではいくつかの変数の作用は分析されているものの，充分な
結果が得られているわけではない。特に，仕事そのものに関する当人の関心
や，仕事の特性など，仕事に関わる質的な変数の影響の分析は行われていな
い。そこで以下では，仕事に関する質的な変数にも着目していくことにする。
 分析の枠組み
上記のような考えを分析枠組みとして示すと，図3のようになる。すなわ
ち，本稿で焦点をあてるのは，図の中央に位置する「希望就業上限年齢」だ
が，それには「これまでのキャリア」のみならず，「現在の就業状態」も影
響していると考えられる。加えて，「収入の必要度」や「住宅保有状況」な
どの「経済的ニーズ」も影響すると考えられるが，同時に，これまであまり
注目されてこなかった，「仕事の特性」や「仕事に対する考え方」という
「仕事に関わる質的変数」も作用すると考えられる。そして，それらによっ
て決定される希望就業上限年齢は，戸田（2016）が見出したように図の右側
に示す「高齢期の就業状態」と関連があると見なせるが，今回の分析ではこ
の部分は取り扱わない。
つまり本稿では，図の中央に位置する「希望就業上限年齢」と，図の左側
に示されているその決定要因を分析することにする。
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図3 分析枠組み
 分析で用いるデータ
分析に用いるデータは，筆者が2017年1月に実施した「60歳代前半層の
就業状態に関する調査（以下では「本調査」と略記）」の調査データである。
本調査は，民間調査会社が確保している調査モニターのうち，民間企業に勤
務する60～64歳の就業者を対象に，インターネットを通じて実施した質問
紙調査（アンケート調査）で，調査の実施は民間調査会社に委託している。
なお本調査では，現在の勤務先への移動の経緯から調査回答者の3つのタイ
プをあらかじめ設定し，各タイプの分析が可能になるようなタイプ別回収件
数を確保することを狙って実施している。その3つのタイプの1つは「出向・
斡旋型」で，前の勤め先からの「出向・転籍」または「紹介・斡旋」で，現
在の勤め先に移動した人である。そして他の2タイプのうちの1つは，「50
歳代の最長勤務先」が「現在の勤務先と同じ」人で「継続的雇用型」，残り
の1つはそれが「現在の勤務先とは異なる」人で「定年期転職型」である。
回収後のデータチェックを経て，実際に分析に用いた調査データの総件数は
987件で，そのうち出向・斡旋型は16.3％（161件），定年前転職型が33.4％
（330件），そして継続的雇用型が50.3％（496件）という構成であった（5）。
既述したように先行研究は，高齢者の希望就業上限年齢は，それ以前のキャ
リアの影響を受けていることを示唆している。ここでの3つのタイプもキャ
リア類型の1つであり，また本データはもともと各タイプの件数を確保する
ことを意図して実施したものであることを考慮して，この3つのタイプをそ
のまま用いて分析を進めていくことにする。
なお永野（近刊）では，調査回答者の50歳代の仕事経験と3つのタイプ
の関連を分析している。それによると，出向・斡旋型は大企業の上級管理職
であった人が多い一方，定年期転職型はそれよりやや小さな企業の中級管理
職だった人が多く，継続的雇用型は管理職等の役職に就いていなかった一般
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層の人が多いことが確認されている。
4．分析結果
 希望就業上限年齢
まず，従属変数となる「希望就業上限年齢」の結果を見よう。本調査では，
「あなたは，健康であれば何歳まで働き続けたいですか」と問い，5歳刻み
の年齢区分5つと「わからない」という区分を示して回答を求めた。その結
果が，表1である。「65～69歳の間」という回答が最も多くなっているが，
70歳以上という割合も約1／4に達している。なお，「60～64歳の間」とい
う一番低い年齢区分の回答は，定年期転職型が少なくなっている。このタイ
プの人は，希望就業上限年齢がより高いことが推測される。
この回答結果を，先ほどと同様に累積割合で示したものが図4である。3
つのタイプの違いはそれほど大きくはないが，例えば「65～69歳の間」と
する割合は，定年期転職型では62.5％に留まっているが，出向・斡旋型では
77.7％に達している。つまり希望就業上限年齢は，定年期転職型が最も高く，
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表1 希望就業上限年齢
継続的雇用型 定年期転職型 出向・斡旋型 合計
60～64歳の間 24.4％ 17.0％ 23.0％ 21.7％
65～69歳の間 47.6％ 45.8％ 54.7％ 48.1％
70～74歳の間 14.7％ 22.7％ 9.9％ 16.6％
75～79歳の間 3.4％ 4.2％ 4.3％ 3.9％
80歳以上 3.6％ 3.9％ 4.3％ 3.9％
わからない 6.3％ 6.4％ 3.7％ 5.9％
計 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
(件数） (496) (330) (161) (987)
平均希望就業上限年齢：歳 67.63 68.54 67.64 67.93
逆に出向・斡旋型が最も低いように見受けられる。
この回答区分の中央値（6）を，それぞれの回答結果に代入し，その平均値を
算出した結果を，表1の一番下の行に記載してある。定年期転職型の平均値
が68.5歳で，他の2タイプより約1歳高い年齢となっている。この点は図4
と同じ結果であるが，図では出向・斡旋型が最も低い年齢のように見受けら
れたが，平均値ではこのタイプと継続的雇用型には違いが見られなくなって
いる。
ともあれ，以下ではこの年齢に置き換えた希望就業上限年齢が何によって
決まるかを分析していくが，まず，その説明に使う変数を順に見ていこう。
 説明変数
① 現職の属性
この調査回答者の現在の勤務先の企業属性と，そこでの職位に関する集計
結果を紹介したものが，表2である。この表には，業種構成に関しては最大
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図4 希望就業上限年齢（累積）
の構成を示した「製造業」の割合のみを示し，企業規模に関しては従業員規
模の平均値を示してある。そして，職位に関しては，「役職に就いていない」
から「役員」までを7段階で問うた結果を，職位が高まるほど数値が大きく
なる1～7点を割り当てて算出した「職位ランクスコア」の平均値を示して
ある。
製造業割合は，継続的雇用型で最も高く，定年期転職型で最も低い。従業
員規模も継続雇用型が最も大きく，定年期転職型で最も小さくなっている。
既述したように，50歳代の勤務先が大企業であった人が最も多かったのは
出向・転籍型であったが，60歳代周辺での移動の結果，60歳代前半層の現
時点では，企業間を移動していない継続雇用型の企業規模が最も大きくなっ
ている。このことはこの年齢層では，企業間を移動すると規模が小さな企業
への移動となることを示している（7）。他方，職位に関しては出向・斡旋型が
最も高くなっている。ちなみに，ここで職位ランク3は「課長クラス（部下
はいない）」で，4は「課長クラス（部下がいる）」である。
これらのことから，移動経路の違いは，現職の企業属性や職位にも影響を
与えていると言える。
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表2 現職の属性
継続的雇用型 定年期転職型 出向・斡旋型 合計
［現職の属性］
製造業の割合 34.1％ 17.6％ 29.2％ 27.8％
従業員規模平均値：人 1,783.5 945.9 1,139.1 1,402.2
職位ランクスコア平均値 2.19 1.96 3.43 2.32
［現在の住まい］
うち
持ち家（ローンなし） 63.1％ 54.5％ 70.8％ 61.5％
② 住宅の保有状況
住宅の保有状況や住宅ローンに関しては，本調査では，現在の住まいが，
「持ち家（ローンがない）」，「持ち家（ローンがある）」，「借家・賃貸」，そし
て「その他」のどれに該当するかを問うている。そのうち，「持ち家（ロー
ンがない）」の回答割合を表2の下段の行に示してある。出向・斡旋型は
70.8％と最も高く，定年期転職型は54.5％に留まっている。出向・斡旋型は
50歳代には大企業の管理職であった人が多くなっていたので，年収も高かっ
た人が多くなっているが，そのことが影響しているように思われる。
③ 働く理由
ところで，調査回答者の就業理由はどのようなものだろうか。本調査では，
「その他」も含め12項目を示し，「現在，働いているのは ・なぜ・か」にあ
てはまる項目を，いくつでも回答することを求めている。その結果が表3で
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表3 働く理由 （M.A.）
継続的
雇用型
定年期
転職型
出向・
斡旋型
合計
現在の生活のため 77.8％ 68.5％ 77.0％ 74.6％
老後の生活に備えるため 54.6％ 45.2％ 53.4％ 51.3％
小遣いがほしいから 18.1％ 26.7％ 15.5％ 20.6％
健康のため 32.5％ 37.3％ 41.0％ 35.5％
仕事を通じて，社会貢献したいから 15.7％ 20.3％ 23.0％ 18.4％
社会とのつながりを維持したいから 26.2％ 29.7％ 37.9％ 29.3％
今の仕事が好きだから 19.0％ 12.4％ 11.8％ 15.6％
自分の経験や能力を発揮したいから 25.8％ 23.0％ 27.3％ 25.1％
会社から働いてほしいと頼まれていたから 25.8％ 15.5％ 23.6％ 22.0％
所属先や肩書きがなくなると寂しいから 2.0％ 1.2％ 3.7％ 2.0％
家にいても仕方がないから 22.0％ 20.0％ 19.9％ 21.0％
その他 0.4％ 1.2％ 0.0％ 0.6％
計 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
ある。最も多い回答は「現在の生活のため」で，次いで「老後の生活に備え
るため」である。共に経済的な理由で，「収入の必要度」に関連する項目で
ある。しかし働く理由は多様なので，それ以外に「健康のため」，「社会との
つながりを維持したいから」，「自分の経験や能力を発揮したいから」，さら
に「家にいても仕方ないから」などが，比較的回答が多い項目となっている。
ここで，「現在の生活のため」と「老後の生活に備えるため」は，現在と
老後と，時期は異なるものの共に「生活のため」であり，重複を避ける意味
から，分析では「収入の必要度」を示す変数としてより回答が多かった「現
在の生活のため」という項目を，変数に用いる。また，それ以外の比較的多
くの回答があった4項目は，いずれも収入とは別の仕事に関する側面に関わ
る項目である（8）。そこで，これらの4項目を「仕事に関わる質的変数」とし
て用いることにする。
④ 仕事特性
分析枠組み（図3）に示した「仕事に関わる質的変数」を構成するものに，
どのような仕事なのかを意味する「仕事特性」がある。本調査では，現在の
仕事の特性として8項目を示し，それぞれについて，「あてはまる」から
「あてはまらない」までの5段階のうち，どこにあてはまるかを尋ねている。
永野（近刊）では，その回答から，因子分析によって「重要性」と「裁量性」
という2つの仕事特性を見出している。前者の「重要性」とは，「達成感が
実感できる仕事」，「自分が成長できる仕事」，「会社の業績に重要な影響を及
ぼす仕事」，「社会的意義がある仕事」，「ほかの人の協力が不可欠な仕事」と
いう項目の寄与が大きい因子である。後者の「裁量性」とは，「自分で方法
や進め方の工夫ができる仕事」と「自分でペースが決定できる仕事」の項目
の寄与が大きい因子である。
この2因子の因子得点のタイプ別平均値を，「仕事特性スコア」として表
4に示してある。各回答者のこのスコア（因子得点）を「仕事に関わる質的
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変数」として用いることにする。
 重回帰分析の結果
希望就業上限年齢を従属変数として，上記の変数を説明変数として4つの
モデルによる重回帰分析を行った結果が，表5である。
モデル①は，「キャリアタイプ」のダミー変数と「現在の就業状況」だけ
を投入した結果である。参照グループ（Ref.）となっている継続的雇用型と
比較すると，定年期転職型は希望就業上限年齢が高くなることが，10％有意
水準ではあるが言える。しかしこのモデルは，計測結果そのものに対するF
値が有意ではないので，個別の変数の作用を論ずるべきではない。F値が有
意でないことは，これらの変数だけでは希望就業上限年齢を説明できないこ
とを示している。説明変数を増やしたモデル②以降の結果は，いずれもF
値が有意なので，これらの計測結果が統計的には意味があると見て良い。
モデル②は，モデル①に「住宅保有状況」と「収入の必要度」を変数とし
て追加したものだが，そこでは，定年期転職型は正（＋），「持ち家ダミー」
は負（－），「働く理由：現在の生活のため」は正で，それぞれ有意になって
いる。定年期転職型の人は，表1で見たように現在の企業規模が小さく職位
ランクも低かったことから，年収が低いことが想定されるが，そのことが影
響しているように思える。また「住宅保有状況」と「収入の必要度」という
「経済的ニーズ」を示す変数が共に有意であることから，経済的ニーズが強
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表4 仕事特性スコアの平均値
継続的雇用型 定年期転職型 出向・斡旋型
［仕事特性スコア］
重要性 0.0485 －0.0981 0.0518
裁量性 0.0336 －0.1037 0.1091
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い人ほど，より高齢期まで働くことを志向することがわかる。
その経済的ニーズの代わりに，「仕事特性」と「仕事に関する考え方」と
いう「仕事に関わる質的変数」を投入したものがモデル③である。新しく投
入した変数の中では，仕事特性の「重要性」が正で有意である。重要な仕事
を担っているという意識が，希望就業上限年齢を高めるように作用している
ことがわかる。しかし，これ以外の新たに投入した変数は有意ではない。こ
のような形で計測すると，「仕事に対する考え方」は希望就業上限年齢に影
響を与えないことを示している。むしろここでは，「職位ランクスコア」が
10％水準ながら負で有意なことに目が留まる。ここでは経済的ニーズを示す
変数が投入されていないので，年収の低さにつながりやすい「職位ランク」
の負（－）の影響が現れていることを示しているように思われる。
これらの全ての変数を投入した結果が，モデル④である。ここでは多くの
変数が有意になっている。経済的ニーズを示す2つの変数の影響は，モデル
②と同じである。しかし，「仕事に対する考え方」として投入した4つの
「働く理由」の項目のうち3つが，10％水準ではあるが正で有意である。「家
にいても仕方ない」から働いているのではなく，「経験や能力を発揮したい」
から，「社会とのつながりを維持したい」から，あるいは「健康のため」だ
からという，積極的な理由で現在働いている人が，より長く働こうとしてい
ることが確認できる。「仕事に対する考え方」は希望就業上限年齢に影響を
及ぼすと言える。
なおここで興味深いのは，モデル③では有意とならなかった「仕事に対す
る考え方」の変数が，モデル④では有意となっていることである。このこと
は，「仕事に対する考え方」はそれだけでは希望就業上限年齢を高めないが，
経済的ニーズをコントロールすると，その上限年齢を高める作用があること
を示している。
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5．おわりに
高齢期の就業の必要性が指摘されることが多くなってきている。しかし，
就業を高めるためには，当の高齢者がそれを望んでいることが必要である。
望んでいないのに就業せざるを得なくなるのは，不幸なことだからである。
本稿では，就業意欲を見るために，何歳くらいまでの就業を希望するかと
いう「希望就業上限年齢」に着目し，60歳代前半層の就業者に対する質問
紙調査のデータを分析した。その結果，希望就業上限年齢の平均は概ね68
歳であるが，70歳以上の人も約1／4を占めることがわかった。そこで次に
この年齢が何によって決まるかを，先行研究を踏まえ分析した。その結果，
「収入の必要度」や「住宅保有状況」などからなる「経済的ニーズ」と，「仕
事特性」と「仕事に対する考え方」からなる「仕事に関する質的変数」が共
に影響することが明らかになった。ただし，「経済的ニーズ」はそれのみで
あっても影響を及ぼすが，「仕事に関する質的変数」は「経済的ニーズ」の
作用を考慮した場合のみ影響を及ぼすことがわかった。
ここで，「仕事に関する質的変数」が影響を及ぼすことは朗報である。仕
事を通じて自らの能力や経験を発揮でき，社会とのつながりが維持できると
いう就業の優れた側面が，希望就業上限年齢の上昇につながるからである。
しかし同時に，「経済的ニーズ」がより強力に希望就業上限年齢の上昇に作
用していることから，この年齢の高まり，すなわち就業意欲の向上が手放し
で喜べないことを示している。しかも，今後の変化を展望すれば年金給付が
改善することは考えにくく，むしろ悪化する可能性が高い。つまり「経済的
ニーズ」が強まることが想定される。それゆえ，これからはむしろ「仕事に
関する質的変数」が同時に作用するようにすることが必要である。なぜなら，
「経済的ニーズ」だけによる就業意欲の向上は，生活を維持するために働か
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ざるを得ない高齢者を増加させることを意味し，望ましいことではないから
である。
「より長く生き，より長く働く」社会をより良い状態にするためには，「仕
事に関する質的変数」の作用を通じ，就業の優れた側面を達成できるように
することが必要である。そのために本稿の分析結果からは，高齢者自身が，
より重要な仕事を担っていて，仕事を通じて，自らの経験や能力が発揮でき，
社会とのつながりが維持できているという意識を抱けるようになることが必
要と指摘できる。高齢化がさらに進むこれからこそ，より求められる対策で
ある。
（1） 就業意欲喪失仮説や就業機会仮説と呼ばれている行動パターンである。これ
らについては，永野（2017）で簡潔に説明されている。
（2） この5カ国としたのは，多様な国をとり上げたかったからであるが，同時に，
後述の「望ましい引退年齢」の調査対象国と同じ国にしたかったことがある。
（3）「望ましい引退年齢」は，本稿の「希望就業上限年齢」と実質的には同義で
あるが，質問の仕方が異なるので，ここでは調査者の用語をそのまま用いてい
る。なおこの調査の最近年のものは2015年だが，そこではこの設問がないの
で，それがある最近年の2010年の結果を用いる。
（4） これらの結果は，浦川（2013）の計測結果から読み取れるもので，浦川
（2013）がそれを全て指摘しているわけではない。
（5） この調査の対象や方法，およびその調査データの分析結果は，永野（近刊）
を参照されたい。なお，987件の性別構成は男性が85.7％を占め，平均年齢は
61.8歳であった。
（6）「60～64歳の間」という回答者に関しては，現在の年齢が61歳以下の場合
は62歳，62歳以上の場合は64歳を代入している。それ以外の回答の代入値
は，「65～69歳の間」が67歳，「70～74歳の間」が72歳，「75～79歳の間」
が77歳，そして「80歳以上」が83歳である。
（7） このような詳細な分析は，永野（近刊）を参照されたい。
（8） ここで，「家にいても仕方ないから」より，わずかではあるが回答の多い
「会社から働いてほしいと頼まれたから」を加えていないのは，その項目は
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